
　国有林野は我が国の国土の約２割、森林面積の約３

割を占めており、国土の保全、水源の涵
かん

養、生物多様

性の保全をはじめ、広く国民全体の利益につながる多

面的機能を有している。

　国有林野は重要な国民共通の財産であり、林野庁が

国有林野事業として一元的に管理経営を行っている。

国有林野事業では、平成25（2013）年度の一般会計

化等を踏まえ、公益重視の管理経営の一層の推進、森

林・林業再生に向けた貢献等に取り組んでいる。

　本章では、国有林野の役割や国有林野事業の具体的

取組について記述する。 

第Ⅴ章

国有林野の管理経営
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第Ⅴ章　国有林野の管理経営

（１）国有林野の分布と役割

　国有林野は758万haの面積を有しており、これ

は我が国の国土面積（3,779万ha）の約２割、森林

面積（2,508万ha）の約３割に相当する。国有林野

の土地面積に占める割合は、地域によって異なり、

北海道森林管理局及び東北森林管理局管内では３割

以上であるのに対して、近畿中国森林管理局管内で

は１割未満等となっている（資料Ⅴ－１）。

　国有林野は、奥地脊梁
りょう

山地や水源地域に広く分布

しており、国土の保全、水源の涵
かん

養等の公益的機能

の発揮に重要な役割を果たしている。このため、そ

の多くが水源涵
かん

養等の保安林に指定されており、平

成25（2013）年度末現在で国有林野面積の90％に

当たる約685万haが保安林となっている。

　また、国有林野は、人工林、原生的な天然林、湿

原等の森林生態系を有し、希少種を含む多様な野生

生物の生育・生息の場となっている。さらに、国有

林野の生態系は、里山林、渓畔林、海岸林等として、

農地、河川、海洋等の森林以外の生態系とも結び付

いており、我が国全体の生態系ネットワークの根幹

となっている。特に、我が国における原生的な天然

林は国有林野に多く分布しており、世界遺産一覧表

に記載された我が国の世界自然遺産＊1は、その陸域

のほぼ全域（95％）が国有林野である。

　一方、国有林野は、都市近郊（北海道野
のっ

幌
ぽろ

、東京

都高
たか

尾
お

山
さん

、京都府嵐
あらし

山
やま

等）や海岸付近（福井県気
け

比
ひ

の

松原、佐賀県虹
にじ

の松原等）にも分布し、保健休養の

場や森林との触れ合いの場を提供している。

　このような国有林野の有する多面的機能は、広く

国民全体の利益につながるものであり、昨今の頻発

する自然災害への対応や生物多様性の保全への国民

の強い関心等も踏まえて、適切に発揮させることが

求められている（資料Ⅴ－２）。

（２）国有林野の管理経営の基本方針

　国有林野は重要な国民共通の財産であり、林野庁

が国有林野事業として一元的に管理経営を行ってい

る。国有林野の管理経営は、森林経営の用に供する

ものとされた国有財産として、国土の保全その他国

有林野の有する公益的機能の維持増進を図るととも

に、あわせて、林産物を持続的かつ計画的に供給し、

国有林野の活用によりその所在する地域の産業の振

興又は住民の福祉の向上に寄与することを目標とし

て行うこととされている＊2。

　国有林野事業は、戦後は林産物の供給に重点が置

かれ、その事業を企業的に運営するため特別会計（国

有林野事業特別会計）において経理されてきたが、

平成10（1998）年度の抜本的改革で「公益的機能

の維持増進」を旨とする方針に大きく転換した。平

成25（2013）年度には、公益重視の管理経営を一

層推進するとともに、その組織、技術力及び資源を

活用して我が国の森林・林業の再生へ貢献するため、

一般会計で行う事業に移行した。

　林野庁では、国有林野の管理経営の基本方針等を

明らかにするため、５年ごとに10年を計画期間と

１．国有林野の役割

＊1  現在、我が国の世界自然遺産は、「知床」（北海道）、「白神山地」（青森県、秋田県）、「小笠原諸島」（東京都）及び「屋久島」（鹿児島県）
の4地域となっている。

＊2  「国有林野の管理経営に関する法律」（昭和26年法律第246号）第３条

国有林野の分布資料Ⅴ－1

森林管理局
北海道
東北
関東
中部
近畿中国
四国
九州

割合
39％
31％
17％
19％
4％

10％
12％

各森林管理局の管轄区
域における国有林野の
土地面積に対する割合

関東森林管理局

林野庁

九州森林管理局
四国森林管理局

東北森林管理局

北海道森林管理局

中部森林管理局

近畿中国森林管理局

国有林
森林管理局界
都道府県界

奄美諸島

小笠原諸島

琉球諸島
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Ⅴ

する「国有林野の管理経営に関する基本計画」（以

下「管理経営基本計画」という。）を策定している。

現行の管理経営基本計画は、一般会計移行後初めて、

平成25（2013）年12月に策定されたもので、平成

26（2014）年４月から平成36（2024）年３月まで

の10年間を計画期間としている。

森林と国有林に期待する役割資料Ⅴ－2

50
48

45
45 

40
41

29
21

27
19

27
37

20
28

19
24

8
13 

国有林

森林

0 10 20 30 40 50 （%）60

山崩れや洪水などの災害を防止する働き

二酸化炭素を吸収することにより、地球温暖化防止に貢献する働き

水資源を蓄える働き

貴重な野生動植物の生息の場としての働き

自然に親しみ、森林と人とのかかわりを学ぶなど教育の場としての働き

空気をきれいにしたり、騒音をやわらげる働き

心身の癒しや安らぎの場を提供する働き

住宅用建材や家具、紙などの原材料となる木材を生産する働き

きのこや山菜などの林産物を生産する働き

資料：内閣府「森林と生活に関する世論調査」（平成23（2011）年12月調査）


